
資料４-１

京都議定書目標達成計画の
見直しに向けて

平成１９年１１月２１日（水）

文部科学省



文部科学省関連施策

①自主行動計画の策定

・10月31日に全私学連合が自主行動計画を策定。

2007年度を基点として、2008～12年度の間におけ

るＣＯ２排出量を、毎年度前年度比で１％削減す

るとともに、学校の特性に応じて地球温暖化対策

に向けた様々な取組みを行う。

②環境教育･学習の推進
・教育基本法や学校教育法の改正により、生命を尊
び 自然を大切にし 環境の保全に寄与する態度び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度
を養うことが教育の目標として規定された。現在
検討中の新たな学習指導要領においても、環境に
関する教育内容の充実に向けた議論がなされてい
るる。

③文部科学省実施計画を通じた排出削減の推進等

・政府の実行計画及び文部科学省実施計画にもとづ政府の実行計画及び文部科学省実施計画にもとづ

き、2010～12年度の間におけるＣＯ２排出量の平

均値を2001年度比で８％削減する。



 

「京都議定書目標達成計画」 

の改訂に向けた追加対策等の検討状況 
                                                              
    
○ 自主行動計画の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 
○ 環境教育・学習の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

○ 公的機関の排出削減、新エネルギー対策の推進・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１９年１１月 

文部科学省 
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京都議定書目標達成計画に盛り込む予定の追加対策等について 

 

担当府省庁 文部科学省 

 

①対策名 自主行動計画の推進 

②対策の概要 未策定業種に対する自主行動計画の策定の働きかけの促進

 私立の大学、短期大学、中学校・高等学校、小学校、幼

稚園の各団体により構成される「全私学連合」において、

ＣＯ２排出量削減目標値を掲げた自主行動計画を策定し、

計画の達成に努める。（10 月 31 日に策定済み：別紙） 

③「既存対策の達成に資する

施策の追加・強化」、「排

出削減見込量を深掘りする

既存対策」又は「追加対策」

の別 

追加対策 

④各主体が担う取組 ・各私学団体は、ＣＯ２排出量削減に向けた各私立学校の

取り組みを積極的に奨励・支援するとともに、地球温暖

化対策に関する各種の啓発活動・情報提供等と、結果等

のフォローアップについても、行政とも協力しながら継

続して行う。 

・私立学校は、学内の省電力化、ペーパーレス化、省エネ

ルギー、緑化等の取り組みに加えて、教育研究を行う学

校の特性を有効に活用することにより、学生・生徒等に

対する地球温暖化対策の必要性の啓発、大学等における

環境保護技術の研究促進などを通じ、将来にわたる地球

温暖化対策に大きく貢献する。 

⑤対策を推進するために国が 

実施する（予定の）施策 

・各私学団体や各私立学校に対し、ＣＯ２排出量削減に向

けた取り組みを積極的に奨励するとともに、地球温暖化

対策に関する各種の啓発活動・情報提供等を行う。 

⑥排出削減見込量の積算の前

提及び算定式 

 

 

下記①のとおり、私立学校として最もエネルギー使用量が

多い省エネ法に基づき定期報告が行われる私立大学 120 事

業場においては、平成 18 年度におけるエネルギー使用量は

前年度比▲３％であるものの、これよりエネルギー使用量が

格段に少ないことが予想される他大学・短期大学及び初等中

等教育段階の私立学校は、②のとおり、全私立学校数の 95％

以上を占めていることから、私立学校全体では、実質的に削

減できるエネルギー使用量は前年度比３％よりも低くなる

と考えられる。 

一方、③のとおり、告示においては、事業者のエネルギー

消費原単位低減目標値を年平均１％以上として、実現に努め

ることとしている。 

 

上記を勘案し、全私学連合においては、2007 年度を基点

として、京都議定書の約束期間である 2008 年から 2012 年の



 

 

間において、ＣＯ２排出量を前年度比▲１％とする目標を策

定。 

 

 なお、本年中に 2006 年度の CO2 排出量を調査・把握し、

自主行動計画履行にあたっての参考とする。 

 

 

①エネルギーの使用の合理化に関する法律に定める第一種

事業者、第二種事業者として平成 18 年度及び平成 19 年度

に継続して同法に定める定期報告が行われた私立大学

120 事業場の総エネルギー使用量 

17 年度：651,670kl 

18 年度：631,993Kl・・・17 年度比▲３％ 

  

② 私立学校数 

   大学      ５８４（5.1％） 

   短期大学    ３９９（3.5％） 

   高等専門学校    ３（0.03％） 

   高等学校   １３２２（11.4％） 

   中学校     ７２９（6.3％） 

   小学校     ２００（1.7％） 

   幼稚園    ８２９２（71.8％) 

   中等教育学校   １２（0.1％） 

   特別支援学校   １４（0.1％） 

       計 １１５５５ 

    

③ エネルギーの使用の合理化に関する法律第５条第１項の

規定に基づく経済産業省告示第 65 号「工場又は事業場に

おけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断

の基準」に規定されている工場又は事業者ごとのエネル

ギー消費原単位低減目標・・・年平均▲１％ 

 

（参考） 

 平成 18 年度において第一種・第二種事業者として省エネ

法定期報告を行った私立大学170事業場におけるCO2排出

量 

１，３２８千トン 

 

⑦積算の前提としたデータの 

出所等 

 

①エネルギーの使用の合理化に関する法律第 15 条及び第

18 条に定める定期報告書 

②学校基本調査 

－ 対策評価指標 省エネ／新エネ量 排出削減量 

⑧ 対策の評価に関する指標

及び排出削減量 

（2006 年度実績

値について今年

  

94.93％



 

 

（２００５年度実績） 中に調査・把握

予定） 

⑧-1 対策の評価に関する指

標及び排出削減見込量 

（２００８年度見込み） 

2008 年度ＣＯ２

排出量/2007 年

度ＣＯ２排出量 

 ＣＯ２排出量 

前年度比▲１％ 

⑧-2 対策の評価に関する指

標及び排出削減見込量 

（２００９年度見込み） 

2009 年度ＣＯ２

排出量/2008 年

度ＣＯ２排出量 

 ＣＯ２排出量 

前年度比▲１％ 

⑧-3 対策の評価に関する指

標及び排出削減見込量 

（２０１０年度見込み） 

2010 年度ＣＯ２

排出量/2009 年

度ＣＯ２排出量 

 ＣＯ２排出量 

前年度比▲１％ 

⑧-4 対策の評価に関する指

標及び排出削減見込量 

（２０１１年度見込み） 

2011 年度ＣＯ２

排出量/2010 年

度ＣＯ２排出量 

 ＣＯ２排出量 

前年度比▲１％ 

⑧-5 対策の評価に関する指

標及び排出削減見込量 

（２０１２年度見込み） 

2012 年度ＣＯ２

排出量/2011 年

度ＣＯ２排出量 

 ＣＯ２排出量 

前年度比▲１％ 

⑨対策を実施するために要

するコスト 

 

 



 

環境自主行動計画 

 

平成１９年１０月３１日 申し合わせ 

全  私  学  連  合 

日本私立大学団体連合会   

日 本 私 立 短 期 大 学 協 会   

日本私立中学高等学校連合会   

日 本 私 立 小 学 校 連 合 会   

全日本私立幼稚園連合会   

 

【目標】 

 教育や研究の内容に応じて、ＣＯ２排出量が、2007 年度を基点として、

2008年度から2012年度の間において、毎年度、前年度比でマイナス１％（注）

になるよう、削減のための努力をするとともに、学校の特性に応じて地球

温暖化対策に向けた様々な取組みを行う。 

 
(注) エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和54年 6月 22日法律第 49号）第 5条第 1項の規

定に基づく“工場又は事業場におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準”を
定めた経済産業省告示第 65号（平成 18年 3月 29日）の「Ⅱエネルギーの使用の合理化の目標及
び計画的に取り組むべき措置」に規定されている事業者ごとの努力目標を参考とする。 

 

【対策】 

•  各私学団体は、ＣＯ２排出量削減に向けた各私立学校の取組みを積極的

に奨励・支援するとともに、地球温暖化対策に関する各種の啓発活動・

情報提供等と、結果等のフォローアップについても、行政とも協力しな

がら継続して行う。 

•  私立学校は、学内の省電力化、ペーパーレス化、省エネルギー、緑化

等の取組みに加えて、教育研究を行う学校の特性を有効に活用すること

により、学生・生徒等に対する地球温暖化対策の必要性の啓発、大学等

における環境保護技術の研究促進などを通じ、将来にわたる地球温暖化

対策に大きく貢献する。 



 

京都議定書目標達成計画に盛り込む予定の追加対策等について 

 

担当府省庁 文部科学省 

 

①対策名 環境教育・学習の推進 

②対策の概要 ①児童生徒が環境についての理解を深め、責任をもって環

境を守るための行動がとれるようにするため、学校にお

ける環境教育の一層の充実を図る。 

②青少年や成人を対象として、地域における環境教育を含

め様々な課題に関する学習活動を支援する。 

③「既存対策の達成に資する

施策の追加・強化」、「排

出削減見込量を深掘りする

既存対策」又は「追加対策」

の別 

追加対策 

④各主体が担う取組 「②対策の概要」を参照。 

⑤対策を推進するために国が 

実施する（予定の）施策 

別紙「文部科学省における環境教育・学習関連施策予算額

一覧」を参照。 

⑥排出削減見込量の積算の前

提及び算定式 

 

⑦積算の前提としたデータの 

出所等 

 

－ 対策評価指標 省エネ／新エネ量 排出削減量 

⑧ 対策の評価に関する指標

及び排出削減量 

（２００５年度実績） 

   

⑧-1 対策の評価に関する指

標及び排出削減見込量 

（２００８年度見込み） 

   

⑧-2 対策の評価に関する指

標及び排出削減見込量 

（２００９年度見込み） 

   

⑧-3 対策の評価に関する指

標及び排出削減見込量 

（２０１０年度見込み） 

   

⑧-4 対策の評価に関する指

標及び排出削減見込量 

（２０１１年度見込み） 

   

⑧-5 対策の評価に関する指

標及び排出削減見込量 

（２０１２年度見込み） 

   

⑨対策を実施するために要

するコスト 

・平成 20 年度概算要求額：８，２８６百万円 

・平成 19 年度予算額：４，４８５百万円 

（内数計上の施策は除く） 
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（別紙）

文部科学省における環境教育・環境学習関連施策予算額一覧

Ⅰ 学校における環境教育推進に関する主な施策について

児童生徒が環境についての理解を深め、責任をもって環境を守るための行動がとれ
るようにするため、学校における環境教育の一層の充実を図る。

［主な施策］
（１）教育内容の改善・充実

○現行学習指導要領における環境に関わる内容の一層の充実
・ 各教科における環境に関わる内容の一層の充実
・ 「総合的な学習の時間」において、環境問題について、体験的・問題解決的な学
習を通して、教科横断的・総合的に学習を深めることが可能。
<例>
・小学校理科･･･自然環境を大切にする心やよりよい環境をつくろうとする態度
・中学校社会科（地理的分野）･･･我が国の環境・エネルギーに関する課題
・中学校理科（第２分野）･･･実際に身近な自然環境を調べる活動
・高等学校家庭科･･･環境負荷の少ない生活を目指して生活意識や生活様式を見直

すこと
・総合的な学習の時間（小･中･高）･･･体験的・問題解決的な学習を通して、環境

問題について、教科横断的・総合的に学習

（２）環境教育に関する優れた実践の促進及び普及
○環境教育実践普及事業 ２０年度要求額 ３４百万円

（１９年度予算額 ３４百万円）
環境教育に関する優れた実践を促し、その成果の全国への普及を図る。

ア）環境のための地球学習観測プログラム（GLOBE）への参加
米国の提唱する同プログラムへの参加（GLOBE協力校の指定）
（平成１９年度：１９校）

イ）環境教育に関する実践発表大会（全国大会）
全国各地の環境教育の優れた実践の発表及び情報交換等を行う。
（平成１９年度：第１０回全国環境学習フェア 開催地：岡山県）

ウ）環境教育普及用リーフレットの作成・配布
環境教育の普及のためのリーフレットの作成・配布

エ）総合的な学習の時間におけるＮＰＯ等の外部人材の活用推進事業
ＮＰＯ等の効果的な活用の在り方や方策等についての研究

○新しい環境教育の在り方に関する調査研究
２０年度要求額 ５０百万円

（１９年度予算額 ５０百万円）
学校を含め、地域が一体となって持続可能な開発のための教育に対応した環境教育

を実践する地域の指定や実践事例の分析等の調査研究を行う。
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○科学的体験学習プログラムの体系的開発に関する調査研究
２０年度要求額 ５０百万円

（１９年度予算額 ５０百万円）
科学系博物館等との連携・協力により、学校の理科、生活科、総合的な学習の時間、

環境教育の授業等で活用可能な科学的体験学習プログラムを体系的に開発するための
調査研究を行う。

○豊かな体験活動推進事業
２０年度要求額 ３，５４９百万円

（１９年度予算額 ７１３百万円）

児童生徒の豊かな人間性や社会性を育むために、学校教育において様々な体験活動
を充実させることが重要である。このため、自然の中での長期宿泊体験など他校のモ
デルとなる体験活動を実施し、その成果を全国に普及させ、小・中・高等学校等にお
ける豊かな体験活動の円滑な展開を推進する。

（３）教員の指導力の向上
○環境教育・環境学習指導者養成基礎講座の開催

２０年度要求額 ６百万円
（１９年度予算額 ６百万円）

環境省との連携協力により、教員等をはじめとする環境教育・環境学習の指導者に
対する講習会を開催する。（平成１９年度：全国７ブロック）

○環境教育指導者養成研修
２０年度要求額 独法教員研修センター運営費交付金の内数

（１９年度予算額 同 上 ）
教員等を対象に、環境教育に関する各地域の研修等における指導者を養成する研修

を実施する。（平成１９年度：全国２ブロック（東部、西部））

○環境教育指導資料の作成
学校における環境教育の意義と役割、学習指導要領における環境教育に関する内容

の解説や指導の実践例等を掲載した環境教育推進のための教師用指導資料を作成。

（４）環境を考慮した学校施設（エコスクール）等の整備推進
○エコスクールの整備推進に関するパイロット・モデル事業

２０年度要求額 公立学校施設整備費（２２５，８３０百万円）※の内数
（１９年度予算額 公立文教施設整備費（１１４，０２１百万円）※の内数）

※内閣府で要求を行っている沖縄県分の金額を含む。

環境を考慮した学校施設（エコスクール）を普及・啓発するため、文部科学省では、
農林水産省、経済産業省及び環境省と協力して、パイロット・モデル事業を実施して
いる。
具体的には、内装の木質化については農林水産省と、太陽光発電設備については経

済産業省と、燃料電池導入等については環境省とそれぞれ協力しつつ、環境を考慮し
た学校施設の整備に対し国庫補助を行い、その整備促進に努めている。（平成１９年
５月現在で、６８８校を認定）
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○環境を考慮した学校施設の整備
２０年度要求額 安全・安心な学校づくり交付金（１７４，７６４百万円）※の内数

※内閣府で要求を行っている沖縄県分の金額を含む。
既存学校施設における、省エネルギー・省資源化を図る改造工事や室内教育環境性

能（温熱、光、空気）の改善を図る改造工事に対し国庫補助を行うことで、学校施設
のエコスクール化を一般的な取り組みとして促進する。

○屋外教育環境施設の整備
２０年度要求額 安全・安心な学校づくり交付金（１７４，７６４百万円）※の内数

（１９年度予算額 安全・安心な学校づくり交付金（ ７９，６０４百万円）※の内数）
※内閣府で要求を行っている沖縄県分の金額を含む。

子ども達の最も身近にある学校の屋外空間を様々な体験活動の場として活用し、た
くましく心豊かな子ども達を育成するため、校庭の芝生化や学校ビオトープなどの屋
外教育環境の一体的な整備充実を図る。

○私立高等学校等施設高機能化整備費補助（私立学校ｴｺｽｸｰﾙ整備推進ﾓﾃﾞﾙ事業）
２０年度要求額 ９０百万円

（１９年度予算額 ９０百万円）
私立学校（小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校）においても、

公立学校に準じて私立学校が行う学校施設における環境へ配慮した施設づくりと環境教
育のための施設整備に対する補助を行っている。

具体的には、太陽光発電、校舎内外の緑化、雨水・排水の再利用など環境に配慮した
校舎施設の改造工事に対する補助を行っている。

（５）環境教育充実のための関連施策
○総合的な学習の時間の推進

２０年度要求額 ２０２百万円
（１９年度予算額 ２０２百万円）

各学校における「総合的な学習の時間」の学習活動をより充実したものとするため、
以下の施策等を総合的に推進する。
・総合的な学習の時間推進普及事業（協力校による成果普及）
・総合的な学習の時間で活用できる「教材の開発」
・総合的な学習の時間コーディネーター養成講座の開催

Ⅱ 社会教育における環境教育に関する主な施策について

青少年や成人を対象として、地域における環境教育を含め様々な課題に関する学習
活動を支援する。

［主な施策］
（１）環境に関する学習の充実

○「学びあい、支えあい」地域活性化推進事業
２０年度要求額 １，１９２百万円

（１９年度予算額 ６２４百万円）
住民同士の連帯感の欠如や人間関係の希薄化等による地域教育力の低下に対応する

ため，住民のボランティア活動や家族参加の体験活動，環境問題を含め地域の様々な
課題を解決する取組などを通じて，「学びあい，支えあう」地域の絆づくりを推進す
る。

（２）環境に関する子どもの体験活動の推進
○青少年体験活動総合プラン

２０年度要求額 ７１４百万円
（１９年度予算額 ２４６百万円）
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次代を担う自立した青少年の育成を図るため、小学校における長期自然体験活動の
指導者養成等必要な支援に取り組むとともに、幼少期の自然体験など青少年の発達段
階に応じた自然体験や、省庁連携による地域ネットワーク型の体験活動など体験活動
の機会や場を開拓する取組を推進する。（１９年度までの「省庁連携体験活動ネット
ワーク推進プロジェクト」に「青少年の意欲向上･自立支援事業」を統合）

○「子どもゆめ基金」事業
２０年度事業費要求額 ２，３００百万円

（１９年度事業費 ２，３００百万円）
独立行政法人に設置されている「子どもゆめ基金」により、民間団体が実施する様

々な子どもの体験活動等への支援を行う。

○省庁連携による子どもの体験活動の場の整備
文部科学省、国土交通省及び環境省が連携して、子どもたちの河川の利用を促進し、

地域における子どもたちの体験活動の充実を図るため、「子どもの水辺」の選定・登
録等を行う「『子どもの水辺』再発見プロジェクト」などを実施している。

○国立青少年教育施設における指導者養成及び自然体験活動等の機会と場の提供
独立行政法人国立青少年教育振興機構の国立オリンピック記念青少年総合センタ

ー、国立青少年交流の家（１３施設）、国立青少年自然の家（１４施設）では、青少
年の自然体験活動を支援する指導者の養成を行うとともに、立地条件や各施設の特色
を生かした自然体験活動等の機会と場を提供している。

○「社会の要請」が強い社会教育促進のための調査研究
２０年度要求額 ２０百万円

環境教育・環境問題等をはじめとする社会の要請が強い学習課題について、適切な
学習活動を実施するための学習プログラムの開発、人材育成等について、関係府省と
連携して調査研究を行う。

（３）環境教育に関する家庭教育支援
○家庭教育手帳の作成 ２０年度要求額 ７９百万円

（１９年度予算額 １７０百万円）
子育てのヒント集としての家庭教育手帳において、自然や環境を大事にする心を育て

ることなどを盛り込み、全国の教育委員会等に提供して、乳幼児や小学生等を持つ各家
庭への配布や家庭教育に関する学習機会等での活用を促し、家庭の教育力の向上を図る。



 

 

京都議定書目標達成計画に盛り込む予定の追加対策等について 

 

担当府省庁 文部科学省 

 

①対策名 公的機関の排出削減、新エネルギー対策の推進 

②対策の概要 ・政府の実行計画及び文部科学省実施計画を通じた排出削

減の推進 

・政府の実行計画に基づき、全国の官庁施設における太陽

光発電・建物緑化等のグリーン化を集中的に推進 

③「既存対策の達成に資する

施策の追加・強化」、「排

出削減見込量を深掘りする

既存対策」又は「追加対策」

の別 

追加対策、既存対策の達成に資する施策の追加・強化 

④各主体が担う取組 文部科学省：政府の実行計画及び文部科学省実施計画に基

づきＣＯ２排出量の削減に取組む。 

⑤対策を推進するために国が 

実施する（予定の）施策 

同上 

 

⑥排出削減見込量の積算の前

提及び算定式 

 

 

・積算の前提：政府の実行計画及び文部科学省実施計画（削

減目標：2010 年度～2012 年度の平均値を 2001 年度比で

８％削減） 

・算定式：2001 年度排出量（5,430t-CO2）×８％

＝434t-CO2 

⑦積算の前提としたデータの 

出所等 

 

 

平成 17 年度における地球温暖化対策の推進に関する法律

に基づく「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの

排出の抑制等のため実行すべき措置について定める計画」

の実施状況について（平成 18 年 10 月 27 日地球温暖化対策

推進本部幹事会）等 

－ 対策評価指標 省エネ／新エネ量 排出削減量 

⑧ 対策の評価に関する指標

及び排出削減量 

（２００５年度実績） 

2001 年度と比較

したＣＯ２排出

削減量 

 796t-CO2 増加 

⑧-1 対策の評価に関する指

標及び排出削減見込量 

（２００８年度見込み） 

   

⑧-2 対策の評価に関する指

標及び排出削減見込量 

（２００９年度見込み） 

   

⑧-3 対策の評価に関する指

標及び排出削減見込量 

（２０１０年度見込み） 

2001 年度と比較

したＣＯ２排出

削減量 

 434t-CO2 を削減見

込み(2010 年度～

2012 年度の平均値)

⑧-4 対策の評価に関する指

標及び排出削減見込量 

（２０１１年度見込み） 

2001 年度と比較

したＣＯ２排出

削減量 

 434t-CO2 を削減見

込み(2010 年度～

2012 年度の平均値)



 

 

⑧-5 対策の評価に関する指

標及び排出削減見込量 

（２０１２年度見込み） 

2001 年度と比較

したＣＯ２排出

削減量 

 434t-CO2 を削減見

込み(2010 年度～

2012 年度の平均値)

⑨対策を実施するために要

するコスト 

 

 

 




